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（※）すでに決まっている負担増は、2008年度の平年度ベースでは13兆円弱であるが、厚生年金保険料の引上げ（年間6200億円）が10月分給与からで
　　　半年分しか効いてこないことなどにより、年度内の負担増額は若干少なくなっている。
資料：各年度の予算関係資料、各省庁の統計データなどにより作成。一部、見込み額を含む。

※

老人医療の窓口
負担増など

健保窓口負担３割化、年金
マイナススライド、介護保険
料引上げなど

所得税配偶者特別控除廃止、
厚生年金保険料引上げなど

住民税配偶者特別控除廃止、国民年金保
険料引上げ、介護保険ホテルコスト導入

定率減税半減、高齢者の住民税増税、
障害者の自己負担引上げなど

定率減税廃止、生活
保護母子加算廃止

後期高齢者医療制度
の創設

社会保険料など
（窓口負担含む）
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